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１．はじめに 

平成２３年１１月に青森県原子力安全対策検証委員会（以下「検証委員会」

という。）より、「建設中である大間原子力発電所の安全強化対策等については、

安全対策として考え得る計画がなされているものと考える」との検証結果が示

されるとともに、「今後の施設の安全性を継続的に確保するために取り組むべ

きもの」として、６つの提言が示されました。 
当社は、青森県知事より、検証委員会からの提言を踏まえた当社の対応につ

いての確認・要請を受け、平成２３年１２月１日に報告しておりますが、その

後から平成２４年３月末（以下、「本期間」という。）までの対応状況について、

以下のとおり報告いたします。 
ご要請に対しましては、今後も適切な時期に的確に対応してまいりますとと

もに、引き続き、安全な発電所づくりに努めてまいる所存であります。 
 

２．検証委員会報告書の提言に対する対応状況について 

① 安全対策（設計変更又は追加された対策）の着実な実施 

本期間においては、安全対策の着実な実施のため、設計変更や追加対策につ

いて、具体化に向けた検討を進めております。また、原子力安全・保安院にて

とりまとめられた「東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故の技術的知見

について」や原子力安全委員会等の検討状況も踏まえた対応をしております。 

・ 津波対策として、建屋外壁及び安全上重要な機器を設置する部屋の壁・床

貫通部に対する水密化方法の検討を始めました。 

・ 電源確保対策として、非常用発電機の設計検討を始め、電源車及び可搬式

発電機による給電方法の検討を始めました。 

・ 最終的な熱除去対策として、海水ポンプの機能喪失を想定し、可搬式ポン

プの仕様及びライン構成の検討を始めました。 

・ 緊急時対策所については、信号データの伝送の信頼性向上対策として、通

信回線や通信機器への要求事項の検討を始めました。 

今後も引き続き検討を進め、具体的な仕様を決定し、安全対策を着実に実施

いたします（添付資料－１参照）。 

 

② 地震・津波への対応強化 

本期間においては、最新の研究動向を踏まえ、より高精度に海成段丘面旧汀

線位置の高度を確認するため、海成段丘面調査を追加実施しております。 

また、原子力安全・保安院長より受領した｢平成２３年東北地方太平洋沖地

震から得られた地震動に関する知見を踏まえた原子力発電所等の耐震安全性

評価に反映すべき事項（中間取りまとめ）について（指示）」に基づき、大間

原子力発電所における内陸地殻内の活断層の連動の可能性について検討を行
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いました。その結果、大間原子力発電所の敷地周辺における主要な活断層に関

しては、断層間の離隔距離だけでなく、地質構造等を踏まえ、連動を適切に考

慮していることから、新たに連動を考慮する必要のある断層はないことを確認

し、原子力安全・保安院へ報告を行い、意見聴取会において、本会での検討は

不要という見解が示されました。 

今後も引き続き最新の調査・研究動向の収集・整理を行い、その結果を安全

強化対策の設計や耐震安全性の確認等に適切に反映してまいります。 

 

③ 防災への取組 

本期間においては、「青森県内原子力事業者間安全推進協力協定」における

活動での、各事業者の緊急安全対策等に関する情報共有や現場視察、東北電力

株式会社および日本原燃株式会社における原子力事業者防災業務計画の見直し

に関する情報共有等を踏まえ、大間原子力発電所の原子力事業者防災業務計画

の検討を進めております。 

今後も引き続き、より実効的な防災業務計画とすべく検討を進めてまいりま

す。なお、防災業務計画については、県及び関係市町村と調整のうえ、燃料搬

入までに作成いたします。 

 

④ 訓練の充実･強化 

本期間においては、「青森県内原子力事業者間安全推進協力協定」における

活動での、東北電力株式会社および日本原燃株式会社の原子力防災訓練、緊急

安全対策訓練の視察や実施結果・改善事項の情報交換等を踏まえ、大間原子力

発電所での訓練実施に向けた検討を行っております。 

今後も引き続き、設備の建設状況に応じ、必要な体制を整備するとともに、

手順等を整備いたします。 

また、確実に有事の際に対策が実施できるように、多様な訓練やＰＤＣＡサ

イクルの実施に向けた検討を進めてまいります。 

 

⑤ 県内事業者間による連携強化 

本期間において、青森県内に原子力関連事業所を有する、東北電力株式会社、

東京電力株式会社、日本原燃株式会社、リサイクル燃料貯蔵株式会社および当

社は、青森県内における原子力災害への対応能力向上のための活動に係る相互

協力について、平成２３年１２月９日、「青森県内原子力事業者間安全推進協

力協定」を締結いたしました（添付資料－２参照）。 

これまでに、上記協定に基づく「原子力安全推進協議会」および「原子力安

全推進作業会」を以下のとおり開催し、青森県内における原子力災害への対応

能力向上のための活動等に係る相互協力を行っております。 
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・ 原子力安全推進協議会：平成２３年１２月２０日、平成２４年３月２２日 

・ 原子力安全推進作業会：平成２４年１月１３日、２月１５日、３月１５日 

上記会議に基づく具体的な活動について、以下のとおり実施いたしました（詳

細については添付資料－３参照）。 

＜平常時における安全管理等に係る協力活動＞ 

・ 各事業者の緊急安全対策等に関する情報共有、ならびに、東北電力株式会

社および日本原燃株式会社における緊急安全対策等の現場視察 

・ 東北電力株式会社および日本原燃株式会社における原子力事業者防災業

務計画の見直しに関する情報共有 

＜訓練等による原子力災害への対応能力向上のための協力活動＞ 

・ 原子力災害時における、各事業者間の連絡先に関する情報共有、支援のた

めのマニュアル作成に向けた方針検討および資機材リストの共有に向け

た検討 

・ 東北電力株式会社および日本原燃株式会社が実施した原子力防災訓練等

の情報共有および視察 

今後も引き続き、「青森県内原子力事業者間安全推進協力協定」に基づく活

動を通して、更なる安全性や技術力の向上と原子力災害への対応能力向上に向

けた各事業者間の協力体制を構築してまいります。 

また、「原子力災害時における原子力事業者間協力協定」について、東京電

力株式会社福島第一原子力発電所事故における対応実績を踏まえた改善の検

討を進めており、各事業者間の協力体制の強化を図ってまいります。 

 

⑥ より優れた安全技術の積極的導入 

本期間においては、より優れた安全技術の積極的導入の検討の一環として、

安全対策を更に強化し、また、着実に実施すべく、設計検討を進めております。 

具体的には、建屋内部の水素対策の一つとして原子炉建屋での水素爆発を防

止するために、水素検知器と建屋外へ水素を逃がす（水素ベント）装置の検討

を開始いたしました。また、格納容器ベントによる外部環境への影響を低減化

するために、放射性物質除去（フィルタ）設備の導入に向けて検討を開始しま

した。 

今後も引き続き、最新動向の積極的な情報収集に努め、安全性確保につなが

る新たな技術について、有効かつ適用可能なものは積極的に導入いたします。 

 
以 上   



添付資料－１

Ｔ.Ｐ.　：東京湾平均海面からの高さ

大間原子力発電所における安全強化対策について（概要図）
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添付資料‐２	 

	 

「青森県内原子力事業者間安全推進協力協定」の概要	 

 
１．目的 

本協定は、青森県内に原子力関連事業所を有する事業者が相互に協力し、技術支援、

情報交換を行うことにより、各事業者が有する事業所の更なる安全性向上、技術力向上

に資するとともに、原子力災害への対応能力向上のための活動について、相互に協力し

て対応することを目的とする。 
 
２．協力活動の内容 
（１）平常時における安全管理等に係る協力活動 
	 	 ・安全や管理に係る情報共有 
	 	 ・資機材の情報共有	 等 
（２）訓練等による原子力災害への対応能力向上のための協力活動 
	 	 ・原子力防災訓練時における支援訓練の実施 
	 	 ・原子力防災訓練等の情報交換､相互確認	 等 
（３）原子力災害時の協力活動 

・資機材の貸与等の発災事業者支援活動の実施 
	 	 ・「原子力災害時における原子力事業者間協力協定※」に基づく支援本部への要員派遣

等のサポート	  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

協力体制のイメージ 
 
３．活動体制 
	 協力活動を推進するため､青森県内５原子力事業所で構成する「原子力安全推進協議会」

および「原子力安全推進作業会」を設置 
 

原子力安全推進協議会 
（具体的な活動内容の決定） 

 

原子力安全推進作業会 
（活動推進に係る業務の実施） 

 
 



 
４．協定事業者 
	 	 東北電力株式会社、東京電力株式会社、電源開発株式会社、日本原燃株式会社、 
	 リサイクル燃料貯蔵株式会社 
 
 
※平成１２年６月９日付けで、北海道電力株式会社、東北電力株式会社、東京電力株式会

社、中部電力株式会社、北陸電力株式会社、関西電力株式会社、中国電力株式会社、四

国電力株式会社、九州電力株式会社、日本原子力発電株式会社、電源開発株式会社およ

び日本原燃株式会社間で締結 
 
 
 
 
 
	 

	 

	 

 
	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

原子力安全推進協議会（平成２３年１２月２０日開催）の様子	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 



	 

添付資料‐３	 

「青森県内原子力事業者間安全推進協力協定」における活動内容	 

（平成 23 年 12 月～平成 24 年 3 月）	 

活動項目	 活動内容	 備	 考	 

・各事業者で実施または計画して

いる緊急安全対策等について情

報共有を実施。	 
①緊急安全対策等

の実施内容の共有	 
・東北電力東通原子力発電所

（12/20，1/13）および日本原燃

（2/15）の緊急安全対策等につ

いて現場視察を実施。	 

１．平常時にお

ける安全管

理等に係る

協力活動	 

②安全や管理に係

る情報共有	 

・東北電力東通原子力発電所およ

び日本原燃における原子力事業

者防災業務計画の見直しに関す

る情報共有を実施。	 

次年度以降

も継続	 

・原子力災害時の各事業者間の連

絡先に関する情報共有を実施。	 

今後必要に

応じ見直し	 
①原子力災害時の

支援体制の充実化	 ・原子力災害時の支援のためのマ

ニュアル作成に向けた方針検討

を実施。	 

・平成 23 年度に東北電力東通原

子力発電所および日本原燃が実

施した原子力防災訓練等につい

て情報共有を実施。	 

②原子力防災訓練，

緊急安全対策訓練

の実施結果・改善

事項の情報交換，

相互確認	 

・東北電力東通原子力発電所

（2/9），日本原燃（2/15），東北

電力女川原子力発電所（3/13）

にて実施した原子力防災訓練等

の視察を実施。	 

２．訓練等によ

る原子力災

害への対応

能力向上の

ための協力

活動	 

③資機材リストの

共有，各社受入態

勢整備のための仕

様等の情報交換	 

・資機材リストの共有化に向けた

検討を実施。	 

次年度以降

も継続	 

３．取り纏め	 
①次年度活動計画

の検討	 
・平成 24 年度の活動計画を作成。	 

本計画に基

づき平成 24

年度の活動

を実施	 
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